
連携バス等診療報酎‖上のシステムと問題点

急性期 維持期

現在、北九州市で

指導料(I)の届出はゼロ

・かかりつけ医等
信多療所・2∞床未満 覗 )

【地域連携診療計画退院時
指導料(1)届出施設】
0介護サービス事業者等

維持期からの情報提供は急
性期 (計画管理病院)ヘ

回復期への情報提供は算定
要件として必須ではない

・急性期・回復期が診療所等と連携するには

診療所等の指導料 (Ⅱ )の届出が必要

・退院計画加算は 連
携する全ての事業所
等を届出が必要
・加えて、診療所等の

指導料 (I)の届出
が不可欠

/1   1  _、
  _

1         300点

・地域連携診療計画に係る情報交換のための会合中連携パスごとに
/年 3回程度定期的に開催
/情報の共有、地1或連携診療計画の評価と見直しが適切に行われていること ‐ かかりつ
/急性期 (計画管理病院)・ 回復期・維持期 (かかりつけ医・介護サービス事業者等含む)

「包括的な在宅リハ提供拠点のあり方に関する研究」

ケアマネジャ=支援モデル事業フロー図

実 施 内 容
実  施  者

モデル支援施設 居宅介護支援事業所

居宅介議支援事業所 。かかりつけ医ヘモデル事業の説明と依頼

↓
モ
丁
ルケ
¬こ
のま由出

居宅サービス計画原案の作成 (助言前)

↓モデルケース
?診
察・評価

介護支援専
闘「

への助言

居宅サービス計画原
子
の作成 (助言後)

サービス担当
亨
会議の開催

居宅サー
¬子
の提供
モニタ
ィ
ング

モデルケー
子
の再評価

介護支援専門員へのヒヤリング調査

委 員

介護支援専Pヨ員

介護支援専P5員

リハ医・ P丁・OT

リハ医 `PT,OT

介護支援専P日員

委員 (原則参加) 介護支援喜門員

介護支援専門員

P丁・OT

委 員 介護支援専P5員



ケアマネジャー支援モデル事業結果

助言前後でのサービス種別の変イヒ (n=29複数回答 )

助言前 日助言後

通所リハ

通所介護

訪問リハ

訪間看護

訪問介護

短期入所療贅

短期入所生活

住宅改修

福祉用具貸与

福祉用具購入

利用者・介護者の変イじ (n=29)

抑
欄
ぐ
　
一
枷
眠
認

・

身体的変イヒ

ポ青ネ申自由ョ電イし

疾病 。障害の理解

介護スタイルの変化

身体的変化

奉
=ネ

申自由Z奎化

生活活動の変化

20%

口変1ヒあり

40%        酬

口どちらとも言えない  口変化なし
平成22年度「包括的な在宅リハビリテーション提供拠点のあり方に関する研究」 (厚労省補助金事業)24

地域リハビリテーシ∃ンの定義と推進課題       ザ等  '

地域リハビリテーションとは、

障害のある人々や高齢者およびその家族が、

住み慣れたところで、そこに住む人々とともに、一生安全に、
いきいきとした生活が送れるよう、医療や保健、福祉及び生活
にかかわるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの
立場から協力し合って行なう活動のすべてを言う。

1.直接援助活動
1.障害の発生予防の推進
2.急性期～回復期～維持期リハの体制整備

2.組織化活動 (ネットワーク・連携活動の強イヒ)
1.円滑なサービス提供システムの構築
2.地域住民も含めた総合的な支援体制作り

3.教育啓発活動
1.地域住民へのリハに関する啓発

(日本リハビリテーション病院・施設協会 1991)(2001改定)



地域リハビリテーションの活動指針 ざ'盤
L.メド

これらの目的を達成するためには、障害の発生を予防することが大
切であるとともに、あらゆるライフステージに対応してリハビリテ
ーション・サービスが継続的に提供できる支援システムを地域に作
つてい<ことが求められる。

ことに医療においては廃用症候の予防および機能改善のため、疾病
や障害が発生した当初よリリハビリテーション・サービスが提供さ
れることが重要であり、そのサービスは急性期から回復期、維持期
へと遅滞な<効率的に継続される閉要がある。
また、機能や活動能力の改善が困難な人々に対しても、できうる限
り社会参加を促し、生あるかぎり人間らし<過ごせるよう専門的サ
ービスのみでな<地 1或住民も含めた総合的な支援がなされなければ
ならない。

さらに、一般の人々や活動に加わる人が障害を負うことや年をとる
ことを家族や自分自身のP03題としてとらえるよう啓発されることが
必要である。

(日本リハビリテーション病院 施設協会 2001改定版)

今後の在宅リハ推進 :在宅リハセンター案
群

Ｆ

，
　
　
　
　
　
　
‐，ｔ

ダ
・　

■

コントロールされたサービスの提供
・迅速な対応
・必要時、必要量、必要期間
・チームで適切に提供

その他の介護サービス

インフォーマル
サービス

在宅リハセンター

① 在宅主治医に適切なリハ的支援

(『高齢者リハ医療のグランドデザイン』日本リハ病院・施設協会 2007年、三輔書店)



介護保険におけるリハビリ提供量の

拡大について

― リハビリ専門職 (PT・ 0丁・S丁)の視点から 一

(イ」L)

(イtL)

(―
―
)

日本理学療法士協会

日本作業療法士協会

日本言語聴覚士協会

高齢者リハビリ研究会報告{平成16年 )

・ 最も重点的に行われるべき急性期のリハビリ医療が十分行

われていない。

・ 長期にわたって効果の明らかでないリハビリ医療が行われ

ている。

・ 医療から介護への連続するシステムが機能していない。

・ リハビリとケアの境界が明確に区分されておらず、リハビリと

ケアが混在して提供されているものがある。

・ 在宅におけるリハビリが十分でない。



く在宅者へのリハビリテーションの役割分担と現状>
出卒中く?発症

(千 人 )

3CKXl

医療保険・介護保険ともに、在宅者へのリハビリ提供量が欠如

リハビリ前置主義による介護保険の効率化は?

14%増

居宅サービスに対する訪間リハ利用者数

0.8% 1.5% 18% 2.0%
′
´ ‐
~｀
｀

k.l・■ィ)

居宅サービス

訪間リハヒ
・
リテーシヨン

通所リハヒ
・
リテーション

訪間看韻
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お預かり崚色中心

■所リハビリテーション

訪間リハビリテーション

回復期的機能を持つ診療所リハビリの不足

訪岡リハビリの絶対量不足
急性期病院での外来リハビリ敬遺傾向

0■ :

平成19年 平成20年 平成21年



【訪問リハの利用状況と課題】

1事業所数 ]

45

4

35

3

25

2

:5

1

05

0

訪間リハビリテーショ通所リハビリテーショ  訪間看護

口最も少ない県 □全国平均 。最も多い県

出典 :給付の在り方〈在宅、地域密着〉等について P42よリー部改変
X「邊所リハビリテーション Jの比率 (原文「約25倍 J)を 49倍に修正 (4Ю 8■ 083■ 49)

要介護者looo人当たりの請求事
業所数の都道府県比較

口／４．９倍／

都道府県別在宅サービスの比較
(第29回社会保障審議会介護保険部会資料より)

【利用状況と課題】
1訪問リハビリの受給者数、事業所数は増加傾
向
2都道府県ごとに設置状況に差があり、十分に
サービスが提供できていない

く論点〉

リハヒ'リテーション必要者への適切な導入

口導入てきている ●ほぼ導入できている   口あまり導入できていない
0,入できていない    ●■回薔

訪間リハビリの大きな地域格差

|口
とても■撮している ●●機している ●あまり,視していない 峰 く菫観していない ■彙回箸

リハビリテーションサービス円滑導入のため必要な施策

40ヽ        ooヽ          80ヽ

■●が

““

なため

■l11ま

“

曇だと,J`したが

地謝鏑′じ攣ヨフリあ
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が,られないから

あ田リハビリテーションのサービスが送 にある

一定の地崚で効中よく迫口する迎口壼の

“

mリハビリテーシヨンのサービスがある
リハピリテーション●彙0との0●な

訪¨ ハビリ,― ションについて
●●て●るな口 担手

,年の肪mリハビリテーシヨンの
情llを知ることがで るt組み

り′ヽビリテーションに田する●

"
リハビリテーションサービス●入の
咸功事例●■■
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`へ
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社口法人曰ホ理学●法士協会の口奎〈平成22年 1月 )
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"民
の連携」に関する|1鷹●工への書

=に
向けた

"査●

リハに関

収数1388(27.8%)



介護保険のリハビリテーションに関する利用者調査

リハビリテーションに対する患者の不満

(介護保険)

必要にもかかわらず、リハビリテーションを受けていない理由

(介饉保険 )

無回答 (n=lo)

リハビリテーシヨンが

提供される手段が少ない(n=66)

リハビリテーションの

金銭的な負荷(n=28)

リハビリテーシヨン

提供施設・設備の費(n=42)

提供するリハスタツフとの相性

(n・ 11)

提供するリハスタッフの質(n=39)

提供されるプログラムの

中身の質(n.91)

提供されるプログラムの

内容構成 (n=80)

|

14

無回答 (n.31)

経済的に困難だから(o=29)

制度上困難だから(n■ 9)

窓口がわからないから(n=40)

情報がないから(口 =フ 2)

誰に相談すればよいか

わからないから(n=so)

受け入れ先がないから(n=127)
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平成22年凛厚生労働省老人保性■●増4●口庫|1助 ,争■
目療保険と介ll保険における効率的 効果的リハピリテーション

=務
のための調査

社団法人曰ホ理学豫法士協会

リハビリ提供体制に対する現状認識

[介護保険部会での意見 (22年度)]

・リハビリテーションについては、(中略)活動の自立度をより高めると

いうリハビリ前置の考え方に立って提供すべきである。

・しかしながら、(中略)十分にリハビリテーションが提供されていない状

況がある。

[地域包括ケア研究会報告書(22年 )]

・ (前略)、 他の介護サービスが優先され、必要なリハビリが提供されて

いイェい。

・在宅生活を支える他の訪間系サービスとの連携が不十分であり、一体

的な提供ができていない。



リハビリ提供量拡大のための具体的な提案

1.老人保健施設
・短期集中リハビリテーションの機能強化
口個別リハビリテーションの重点化による老健機能強化
口訪間リハビリテーション期間の6か月までの延長

2.訪問リハビリテーション事業所
口指示書体系の簡素化による効率化
口訪間リハビリ事業所のステーション化による重点化

3.訪間看護ステーション
ロ事業名「訪間リハビリテーションJの明記 =「見える化」
4.共同利用型の訪間リハビリステーション
ロ数の確保による絶対量と地域格差の是正

共同利用型の訪間リハビリステーションの理念

障害者や高齢者が、住み慣れた地域において、尊

厳のある自立した生活ができるよう、医師の指示に基

づき、訪問看護や訪問介護との一体的連携の下に、

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が利用者の生

活の場において、心身機能の維持・向上や生活活動

の維持・拡大等に関する包括的機能を持つ専門機関

です。



訪間リハビリテーションの指示書について
(医師の勤務先属性別にみた指示書数 :医師数47名 :H22年 )

32

■1人医師勤務診療所

複数医師勤務病院訪間リハビリテーション事業所

72

80%60%20%0% 40% 100%

訪看Sのリハビリは、訪問リハビリ事業所に比べて地域の医師から広く共同利用されてい

利用登録数
115名

訪間リハビリテーション事業所
外部医師からの指示書割合(H22年 )

利用者の多くが自院患者で占められている

100%

90%
80%
70%
60%
50%
40%
30%
20%
10%
0%

利用登録数
46名

利用登録数
71名

11

■外部医師

所属医師

訪間看護ステーション

訪間リハ事業所① 訪問リハ事業所② 訪間リハ事業所③



共同利用型訪問リハビリステーションの機能

1.訪間看護・訪問介護との一体的連携によるサービスの提供
2.生活機能・障害のアセスメント
ロ地域包括ケアを自立支援の視点よリマネージメント
・予後予測によるリハビリテーションニーズの把握
3.心身機能へのアプローチ
ロ心身機能の改善
・廃用症候群の予防と改善          `
・認知症の予防と改善
4.ADL・ IADLへの実践的アプローチ
・生活場面における尊厳ある自立を目標
5.社会参加拡大へのアプローチ
・社会資源活用の援助に関する助言
・家族及びヘルパー等に対する介助方法等の指導口助言
・補装具・福祉用具利用口住宅改修に関する指導・助言

共同利用型訪間リハビリステーションの機能

亀性期瘤院 回復期病院 維持・生活期

病院・診療所等の医療機関

指示・報告

障害 (児 )者
等を支援す
る拠点

ζ

地域住民
の生活を支
援する拠点
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共同利用型
訪問リハビリステーション

住み慣れた住まい・地域

訪間看護  訪問介護



共同利用型訪間リハビリステーション設置基準

設置主体 :法人格を有すること

管理者 :原則として常勤のリハビリ専門職{理学療

法士・作業療法士・言語聴覚士)

人員基準 :リハビリ専門職を3.5人以上配置
:1名を常勤配置{管理者含めて2名 )
:リハビリ専門職すべて配置 (言語聴覚士

については時限的に対応)

資料 1

Stepl : 1119名

Step2 : 669名

Step3 : 162名

1 324名  |

訪間リハビリテーション管理者研修会
Step l:3日間
Step2:3日 間
Step3:3日 間

E〉  9日 1クール

訪間リハ地域リータ―゙育成研修
・ 全都道府県士会より推薦された指む者
となり得るものを対象とした研修

訪間リハビリテーション実務者研修
・ 訪間リハビリテーションに従事する、
実務者を対象とした研修 1       5939名        〕
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経営労務管理n

主義官庁

全国リハピリテーション病院施設協会

目■■種

全国訪ロリハビリテーシヨン娠員会

3協会

3協会

在宅医

社会保険労務士

キャリアカウンt―

3協会

NPO全国在宅リハ考える会

専用知菫技術鎗1

■円知凛技術綸2

支援n

経営実践n

組織遍営管理■1

組織遍曽管理腱2
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“判断方針

“肪固リハ暫学

"
リスクマネージメント

“軟急載命綸

リハピリテーション専門饉

在宅曖

介饉支援専門員

公認会計士

3協会

3協会

社会福祉系散腱員

ワークシヨップ

3協会

保腺会社

在宅E

・コンプライアンスの
連守
・医学的リスク管理
・経営的リスク管理
・管理能力の向上

STEP3最終日

筆記試験



通所リハビリテーションにおけるリハビリテーション
サービスのあり方について

一介護予防、地域支援事業に関して一

(社 )日本理学療法士協会
(社 )日本作業療法士協会
(― )日本言語聴覚士協会

現状 :介護予防、地域支援事業の課題

○ 短期的な効果は認められている
しかし、要支援、要介護者の増加している

○ 獲得した能力が、生活の中で活かされていな
いのではないか?

○ サービス形態が、ニーズ優先でなく、施設のプログラム
優先ではないのか?

○ 生活課題に焦点をあてた、取り組みは、要支援、要
介護者の縮減に効果があるのではないか ?



平成20年～平成22年 老人保健増進推進等事業

「生活行為マネジメントを活用した総合サービスモデル
のあり方研究事業」を通して

対象 :通所リハビリテーション参加者

○ 介入群 :87例
個別の生活課題 (調理、買い物、掃除など)の改善を
目的に、利用者参加型のアセスメント、プラグラム立案、
実施を行なつた。

○ リト介入群 :86例

従来の方法で実施

(介入群、非介入群の対象者は、ほば、同じ特性)

具体的生活課題の改善を中心とした取り組み
3か月間 介入内容

○ IADLなど生活課題への対応:(55名 70・ 5%)

種目 料理 買い物 畑 トイレ 洗濯 階段 入浴 外出等

件数 12 5 4 3 3 3 2

ADLへの対応 (62名 79.5%):歩行、ADLなど

身心機能への対応 (72名 92.5%):筋力、関節、座位、立位



介入あり結果

■実行度、

満足度改

善

■実行度の

み改善

口 変化なし

介入なし

qレ ■実行度、

満足度改

善

■実行度の

み改善

口 変化なし

介護認定調査票 :

での改善度
身体・基本:42名 (1.6名 )
ADL   3 名 (0.8名 )
:ADL   5 4名 (1.9名 )

介入
老健式活動能力指標
どの改善度

非介入

1年後の変化

11

14.5%

23

30.3%

::caLh ut“ れies indc● の全 1ヒ

29
38′1%

18
23,7%

36
47.4%

35
46.0%

76
100%

76
100%

Ｉ
Ｆ
川
コ
■
均

=研
工罵鵬能力掃組の費化

介入●期

介入例 :42例  非介入例:11 介入例、維持している

介入

“

麟



平成 21年度介入者へのアンケート調査

(平成22年 10月 ～12月 実施)

対象 :87名

昨年実施した

生活課題への

意識

新たな生活課

題への取り組
jら卜:

1年後の
体の変化

1年後の気
持ちの変化

良くなった 少し良い  変わらない
5(7′ 5%)  17{25,4%) 37{55′ 2%}

良くなった 少し良い  変わらない
3 {4′4%) 24(35,8%) 35(52′ 2%)

アンケート回収67名 (77%)

いつも意識  時々意識  あまり意識し まつたく意識
ない     しない

29 (43′3%)  23 (34,3%) 13 (19′4%)  2 (2.9%)

取り組んでいる  以前は取り組み、 取り組んでいない

28(41′ 8%)

今は無し

8(11′9%) 31(46′ 3%)

少し悪い  悪い
7(10,4%)  1{1.5%)

少し悪い  悪い
4(5′9%)    0

従来の
介護予防メニュー

通所リハビリテーションでの提案

生活課題を達成するためのプログラム
(在宅での線習と組み合わせる)

(20分から60分の練習)

リハビリテーション (個別訓練 :20分)

通所リハビリテーションにおいても、在宅で
生活課題 (社会適応練習)の練習が出来る体制
の整備をお願いしたい。

20分 1単位から3単位まで、目的に応じて
軟な対応が可能な体制



通所介護、訪問介護でのリハ職の活用の提案
提案 2

通所介護 訪問介護

従来の

介護予防
利用者の能力を
最大限活用した
介腱の提案

利用者の鮨力を
最大限活用した
介饉の提案鑢̈

訪間介護との連携における自立支援の課題
・家事援助を受けている軽度認定者に対し、リハ専F可職の
専門性が活かされていない。
ロヘルパーとの同行訪間による支援は効果的である。
日出来る能力についての「見きわめ」が大切。

地域包括支援センターヘのリハ専
門職の配置促進

地域支援事業、及び、介護予防事業に
おいて、具体的な生活凛題の達成に向
けた支援を行ない、維持改善を図れる

要介護者の縮減に効果がある



【生活の聞き取リシート】

回復したい 。

継続したい
生活行為の決定

自己評価
実行度  点/10点
満足度  点/10点

【生活行為向上アセスメント】

生活行為を阻害してい
る要因の分析と
残存能力の評価
できる生活能力の見極め

目標生活行為の種類と内訳

叫

基 本 的 ADL:15種 目
歩 行      8
排 泄      6
衣服の着脱      2

階段昇降、入浴、会   1
話など

手段的ADL:30種目
料 理

買い物、外出

犬の散歩

植木の手入れ、洗濯、
畠仕事、ミシン

食事に行く、パソコン
など

車むしり、フランス料
理を作る など

趣味・社会参加 :38種目

散 歩

旅 行      7

書 道      6
花の世話、ポランティア   3

カメラ、グランドゴルフ    2

編み物、将棋、日碁
折り紙、絵回:力労
ケ、社交ダンス、日曜
大工、同窓会出席
孫に会いに行く

17

17

12

4

3

2

1

【生活行為獲得
・

のための支援】

基礎練習

基本練習

応用練習

社会適応練習



脳卒中モデル【例】
入院時 :

生活行為向
マネジメント

急性期
〔機能回復期)

生活行為向上プログラム
回復期

(機能回復・ADL自立期)
地域移行・定着期
{ADL、 IADL自立期 )

生
活
確
認
表
（入
院
前
の
生
活
を
把
握
す
る
一生
活
目
標
）

基礎練習

・筋力、聞節可動城
巧緻性、ストレッチ・

ポジシヨニング等

基礎練習
,心身機能の回復

・セルフケアとしての

応用練習

・調理、掃除、買い物
などの:ADLの 自立

・ADL動作の
要素を繰り返して
練習

基本練習

・ADL動作の
要素を繰り返して

練習

応用練習
・起居、食事、排泄、

ベッドサィドで

1資料 31

資料 4

園
目

Ш

己

可

廃用症候群事例モデル【例】

生
活
確
認
表

以
前
の
生
活
を
把
握
す
る

生
活
目
標

基礎練習

低下した心身機能の回
・セルフケアによる
運動の確認

基礎・基本練習
・セルフケアとしての
運動の自主練習

応用練習

・鵬DLの再獲得に

向けた練習
・余暇で行う作業の練習

基本練習
・できなくなった
基本動作の要素を練習

応用練習

・ADL・ IADLの再獲得に

向けた練習
・余暇で行う作業の練習
・新たな趣味の開発 社会適応練習

・公共交通機関の利用機習
。自宅での料理、掃除練習
・買い物線習
。社会資源利用練習



認知症事例モデル【例】

介入1年後の変化
生活a縦を 7ネ)ルトのォスをθ夕展鋤雄 /_‐〃を分ス〃とι、従来の支援
を提唱じ/_―〃を対照群とι、九″ 年後対象者の状況を調査ι/_4t平成22年度)
(1)対 象者基本情報

介入群 (n=42)      対照群 (n=11)
年齢

性局」

73.1± 9.6
男23名 女19名

85。 1± 5.2

男4名 女7名

生
活
確
認
表
（入
院
前
の
生
活
を
把
握
す
る

生̈
活
目
標
）

基本練習

・ADLの要素
練習として
レクリェーション

要素を入れた
動作練習

・レク要素でADL要素

応 用 練 習

・できるADLの回復
・できる作業の強化

応 用 練 習

・できるADLの維持
・できる作業の維持

応 用 練 習

・でき60Lの維持
・できる作業の維持

応用練習

・できるADLの
回復

・対象者特有の
ADLの方法の
評価と

支援の統一

・できる作業の

{退院前訪問 )

・環境におけるリスク
の把握と改善
・介饉保険スタッフ・
家族にできる能力の
情報提供
対応方法指導
・継続するとよい

社会適応練習

1退院前訪問 )

・できる作業の継続
・人的交流の場の
維持

社会適応練習

・集団の場での

適応練習
・家族への本人の
できる籠力指導

介入群において有意に維持 対象群で悪化

要支援 1

2

要介護 1

2

3

4

5

n=42

3

8

5

11

13

0

2

リハ回数2,1

3

8

8

11

8

1

0

N=11

2

4

2

2

1

0

0

リハ回数2.2

0

3

4

3

1

0

1



1年後の活動の広がり
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事例2.
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訪間介護におけるリハ職の関与の効果

訪間介護による家事援助を受けている者に対し、作業療法士が生活行為向上
マネジメントを実践、ヘルバーに生活行為向上プログラムを助言 。指導、訪
問介護時にプログラムを週 1回、計 12回の実践を行った。

(1)対象者の基本情報

介入群 (n=19) 対照群 (n=19) 値

年齢

性別 (男性/女性)
81.0± 5.8才

1名 /18名

83.8± 4.3才

5名 /14名

0.088

0.180

要介護度 要支援 1
要支援2

要介護 1

10名 (52.6%)
6名 (31.6%)
3名 (15.8%)

9名 (47.4%)
7名 (36.8%)
3名 (15。8%)

0。 168



(2)家事等IADLの評価(Frenchay Activities lndeつ の変イヒ

家事等:ADLの評価では、対照群に比較して介入群に有意な改善が得られた
(Pく0.05)。 介入群において特に趣味口庭仕事の項目に有意な改善がみられた。

家手入れ:

庭仕事

旅行
｀

仕事

読書/

付け

・洗濯
′

.掃除

ニ`ーカ仕事

交通手段
通味
F ・屋外

物買

湘
昴

― 事前―

「

事後

F●輌昴
"MMttE h“

OA住



保審一介護給付貨分科

第77回 (H23.7.28)l ヒアリング資料 4

平成 23年 7月 28日

第 77回社会保障審議会介護給付費分科会における意見書

日本福祉用具 。生活支援用具協会 (」ASPA)

日本福祉用具 。生活支援用具協会 (以下 JASPAと いう)は、福祉用具の製造事業者を中
心に、流通及びその他関連する事業者で構成されている協会で 2003年 4月 に設立されまし

た。JASPAで は、福祉用具のЛS規格策定等、福祉用具について更なる安全な製品を開発
する仕組みづくりの活動等を行っています。

次期の介護報酬の見直しに当たっての JASPAと しての意見 。要望は下記の通りです。

1. 「福祉用具における保険給付の在 り方に関する検討会」で報告された財団法人テク
ノエイ ド協会の利用実態調査において、福祉用具が自立支援に有効であり、利用効果

と利用者満足度も概ね高いという結果が出ております。改定に当たっては、このよう

な福祉用具の有効性等を踏まえて、議論していただきたい。

2.現 在、介護保険対象種目になっている福祉用具は、消費生活用製品になっており、
平成 19年の消費生活用製品安全法 (略称 :消安法)の改正により、製造事業者及び輸

入事業者が自社製品の重大事故を知った場合、10日 以内に消費者庁に報告するよう義

務付けられています。また、重大事故報告は速やかに公表されるよう制度化されまし

た。

消安法の福祉用具重大事故情報は、再発防止のための資料として活用されておりま

すが、利用者の身体状況や 5 WlHを 付加させることにより、更に有効に活用できると

考えております。

このような観点から、福祉用具貸与における個別援助計画が導入された場合には、

重大事故発生時の要因分析のための記録としても活用できるよう検討していただきた

い 。

以上



福用協一第 29号
平成 23年 7月 28日

社会保障審議会

介護給付費分科会

会長 大森 爾 殿
社団法
亀曇奮
福
苫
用
暴
供竺協筆癬

福祉用具における保険給付の在 り方に関する要望

平成 12年に施行された介護保険制度に、画期的ともいえる福祉用具貸与の仕組みが導
入されたことにより、福祉用具の普及と認知度は大幅に広がり、居宅介護サービス受給者

の約 4割 という多くの方が福祉用具貸与を利用されています。なお、(公財)テクノエイド

協会が実施した、「介護保険における福祉用具サービスの利用実態及び有効性に関する調

査」においても、福祉用具貸与による利用効果や利用者の満足度が高いこと等が明らかに

されており、高齢者の日常生活に欠かせないサービスとなっています。

平成 8年に設立した(社)日 本福祉用具供給協会は、福祉用具流通の国内唯一の公的に認
められた業界団体であり、協会傘下の事業所ではそれぞれ職員の資質の向上を図り、きめ

の細かい福祉用具サービスが提供できるよう努めると共に、多くの方に福祉用具を正しく

認知されるよう普及活動等を行つています。

当協会として、介護保険制度における福祉用具については、下記 1.及び 2.の理由並びに

現在貸与を主軸にした流通ネットワークが構築されており、更に利用者にも支持されてい

ると思料されるので、貸与を原則とした現行制度を継続し、サービスの質の確保と更なる

向上を目指すべきと考えています。なお、具体的な要望事項は 3.の とおりです。

1.福祉用具の有用性

(1)自 立支援と介護負担の軽減
福祉用具は、介護保険の基本理念となっている、要介護者等の自立を支援し、介

護者の介護負担を軽減させる上で極めて大きな役割を果たしています。介護者の高

齢化がより深刻化するなかで、介護者の負担を軽減することは必要不可欠となり、

福祉用具の役割が一層高まると思われます。

(2)生活の質(QODの向上
要介護者等が車いす等の福祉用具を利用することで、地域社会で活動することを

可能にするなど、「生活の質」を向上させるためにも重要な役割を果たしています。

また、身体機能の低下などで状態像が悪化した場合においても、福祉用具を活用す

ることで、「生活の質」を維持することができます。



(3)身体機能の維持・向上
要介護者の身体機能の低下を補 うために、福祉用具を活用することで、ADLを
維持 0向上し、生活ニーズを拡大することができます。平成 21年度に当協会で実
施 した、「状態像に応 じた福祉用具の交換利用効果に関する調査」においても明ら

かになつています。

(4)介護従事者の確保 と腰痛予防等への寄与
介護サービスヘのニーズが拡大することに伴い、介護従事者の確保が深亥Jな問題

となってお り、介護保険部会等でも検討課題 として議論されているところです。福

祉用具を有効活用することで、介護サービス従事者の介護負担の軽減や介護作業の

省力化にも役立ち、介護従事者の腰痛予防等の環境整備に寄与できます。また、マ

ンパワーの代替が可能となり、介護費用の削減効果も期待でき、持続可能な制度の

構築につながります。

2.貸与制度の有用性

福祉用具は、利用者の状態像の変化、環境の変化、介護者の状況等よつて、変更す

ることが多く、その変化に合わせる必要があり、加えて利用者へのモニタリングや福

祉用具のメンテナンス等による安全性への対応が必要となるため貸与制度が原則 と

されており、飽くまでも購入は例外的な対応になっています。購入の場合にはこのよ

うな変化等に対 して適時適切な対応ができないこと、並びに再度購入 し既存の用具は

廃棄処分せざるを得ず既存商品のリサイクルにつながらないことになります。

(財)テ クノエイ ド協会の調査においても、ほぼ全ての事業所で概ね 6カ 月に 1回

以上のメンテナンスが実施 され、福祉用具の返去「理由の約 53%が 利用者本人の状態
像の変化・介護環境の変化等によるものであり、また、利用期間の約 70%が利用開
始から 1年未満 となつていることから、貸与制度が有効活用され、利用者の状態や意

向の変化等に応 じた柔軟な変更が行われていることが明らかになっています。貸与制

度の利点は次のとお りです。

(1)必要に応 じて何度でも適合調整するために、返却・交換することができます。
(2)種 目内での交換や他種 日間での交換をすることができます。
(自 走式車いすから介助式車いすへの変更、車いすから歩行器への変更 )

(3)必要な時に必要な期間だけ使用できます。
(4)不要になつた時は、返去「・交換ができます。

(リ ース契約では貸出期間は固定となり、容易に返却・交換が出来ない)

(5)福祉用具の納品後も、常時、利用者へのモニタリングや福祉用具のメンテナン
ス、商品やサービス内容の継続的な情報提供が受けられ、安全性が確保されま

す。

(6)廃棄物のツト出抑制、資源消費の節約につながります。



3.福祉用具制度への要望

(1)軽度者への福祉用具の適用

平成 18年度の改正により、軽度者の方につし
｀
てヽは福祉用具の利用が制限され、自

立に向けての拠 り所をなくし不自由を余儀なくされています。福祉用具が必要か否

かは介護度や疾病等だけではなく、身体状況、環境等も判断基準に加え、真に必要

な場合には、軽度者であつても給付対象とされますようご検討をお願いいたします。

(2)対象種 目の追加

現行の貸与種 日では、介護予防と居宅介護を促進するには不十分であると思われ

ます。例えば、自立支援のための用具、身体機能の維持・向上や機能回復訓練のた

めのリハビリ用具、外出を支援 し転倒を防止する歩行補助用具、介護従事者の腰痛

予防等の介護負担の軽減に寄与する用具、介護力の省力化につながる用具、安否確

認を行 う見守 り用具などを積極的に対象種 目に取 り入れていただきますようお願

いいた します。

(3)病院・施設の利用者への福祉用具貸与の適用

地域包括ケアで掲げる入院・退院、入所・退所、在宅復帰を通 じて切れ 目のない

サービス提供を行 うためには、病院・特別養護老人ホーム等の施設 と在宅との環境

の共有化は不可欠と思われます。病院や施設への福祉用具貸与を適用することで、

地域・在宅ケアとの連続 したサービスが可能となり、利用者の自立・生活支援が促

進されます。このため病院 0施設の利用者に対しても福祉用具貸与サービスが適用

されますようご検討をお願いいたします。

(0消毒設備(衛生)基準等の見直し

居宅サービス等の運営基準第 203条 に、「回収 した福祉用具を、その種類、材質
等から見て適切な消毒効果を有する方法により速やかに消毒 00」 とされています

が、事業者ごとに大きな違いがあるのが現状です。利用者の安全性を確保するため

にも、より具体的な消毒内容並びに工程等を明確化されますようお願いいたします。

(5)訪間による利用確認状況の見直し

福祉用具貸与の利用効果を高めるためには、原則として 6ヶ 月に 1回以上の訪問

による利用状況の確認・用具点検・安全指導等が必要と考えます。訪間による確認・

用具点検 0安全指導等を義務付けていただきますようお願いいたします。



(6)介護給付費通知におけるサービス内容の明記

介護給付費通知を実施する場合、利用者の正 しい選択のためには、単に価格のみ

の通知ではなく、事業者、事業所によリサービス内容に差異がある旨の記載もある
べきであると考えます。サービス内容に差異があることについても明記されるよう

保険者への指導をお願いいたします。

(7)福祉用具貸与サービス計画の作成

居宅サービス等の運営基準第 199条 により、福祉用具貸与サービスもケアプラ
ンに基づき行われる以上、ケアプランの目標・目的に沿つた計画と評価が伴います。

福祉用具利用の必要性や適応については、福祉用具専門相談員が判断し、その根拠

を記録 し、ケアマネジャーと共有すべきと考えます。サービスの質の向上のために

も、他のサービスと同様に、事業者や関係者の業務負担が過重にならないよう配慮

され、福祉用具貸与サービス計画の作成を運営基準に明記されるようお願いいたし

ます。

(8)福祉用具専門相談員の質の確保

利用者へのより質の高いサービスが提供できるよう、当協会では福祉用具専門相

談員の資質の向上のために「福祉用具選定士認定研修」を実施 しておりますが、福

祉用具専門相談員の質にばらつきがあることが指摘 されていますので、福祉用具専

門相談員のレベルアップのために、福祉用具専門相談員指定講習 (いわゆる40時
間講習)の終了後の試験制度の導入及び高度かつ専門的知識、技能等を備えた専門
従事者 (上級福祉用具専門相談員、主任福祉用具専門相談員等)の制度化、並びに
福祉用具選定士等の資格保有者を介護支援専門員の受験資格である「実務の経験を

有する者」として認定されること等についてご検討いただくようお願いいたします。

以 上



柏市における取組について
～長寿社会のまちづくり～

(説明資料 )

平成23年 7月 28日
千葉県柏市



1.課題と背景について【別添資料集2ページ～6ページ】

① 高齢者人口,要支援・要介護高齢者の増加
柏市の人口は,今後,75歳以上のみ増加し,柏市の高齢化のスピードは,全
国水準を上回る。また,この20年で要支援・要介護高齢者数が2.6倍に増加。

② 手厚い介護が必要と考えられる者の増加
口2030年時点の要支援口要介護高齢者のうち独居高齢者(一人暮らし)数は,
2010年の要支援口要介護高齢者の全数を超える。.
・ 2030年時点で,自立度Ⅲ以上の認知症患者が3,000人を超える。

③ 介護サービス充実の必要性の高まり
口居宅で暮らしている特養待機者は2010年4月 時点で710名。2030年時点で,

施設ニーズは2000人を超える。

・ 一方,柏市の高齢者の半数は,自宅で暮らし続けたいと考えている。
日高齢化に伴い,要支援口要介護認定率は必然的に上昇。しかし,5階建て
エレベーター無しの団地では,暮らすことができないため,認定率は低い。

④ 医療資源の不足

柏市の一般病院病床数は全国と比較して少なく,病床利用率,平均在院日

数は厳しい状況。また,診療所数も少ない。
※ 2025年には入院数は現在の1.4倍になると推計。病院は一層深刻化。

基本方針【別添資料集7ページ】

1.手厚い介護が必要な者に対するサービスの充実
2.要支援口要介護状態にある者の状態維持・改善に資す
るサービスヘの対応
3.元気な高齢者が生きがいを感じて暮らすことができる
仕組みの構築

豊四季台地域のプロジェクHま ,

これらに焦点をあてて,まちづくりを具現化
2



2.柏市の具体的取組の方向【月1添資料集8ページ】

(1)介護サービスの充実

○ 在宅介護サービスを一体的に提供可能とし,介護保険施設並の安心感を提供。
→ 在宅サービスと施設サービスの循環提供を可能とする。
※ 状態が安定したら,家族ががんばれる状況になったら,在宅に戻ることができる環境構築

0「施設と在宅」の2分化ではなく,利用者のニーズや家族のニーズに応じた施設サービ
スと在宅サービスの組み合わせによるサービス提供の効率化を図る。
→「費用=報酬 X人数 X期間」であり,期間の短縮による費用削減分で在宅充実を図る。

【特別養護老人ホームの場合(例 :廃用症候群)】 【介護老人保健施設の場合(例 :脳卒中)】

中

尋

団 中
○ 状態が悪化した場合や認知症になつた場合でも,在宅で暮らすことを可能とするため ,

高齢者の住まいの充実を図る。
※ 上述のサービス循環提供とも連携。

(2)在宅における医療サービスの充実

0在宅医療を推進し,医療が必要になっても在宅で暮らすことを可能とする。
→ 主治医口副主治医の医師2名体制の構築,在宅医療の研修推進を図る。
※ 入院,外来,在宅を利用者が状況に応じて選択でき,安心して在宅で暮らすことを可能とする。

(3)状態維持・改善に資する介護サービスヘの対応
0状 態改善に資する取組を介護予防施策の柱にする。
※ 医療資源が不足している中で,状態維持・改善に資するサービス充実により,高齢者の状態悪化防
止,要介護の必要度の高まりの防止に努める。

Oま た,生活支援サービスは,介護保険制度と市の役割を整理しつつ,主に民間事業者
にゆだねて充実を図る。
※ 生活支援ニーズは高まる一方,市の単独事業は,収支が非常に厳しい。

3

24H訪間介護

通所介護
ショートステイ

訪問看護

ショートケアショートケア



3.豊四季台地域のプロジェクト【別添資料集10～ 15ペー
ジ】
プロジェクトが目指すものは、以下の「まち」
Oい つまでも在宅で安心した生活が送れるまち
○ いつまでも元気で活躍できるまち
→ ①地域包括ケアシステムの具体化、②高齢者の生きがい就労の創成、に取り組む
→ 25年度から本格稼動(23年度から,試行稼動等も試み,可能なものから順次実施)

1.地域包括ケアシステムの具体化【別添資料集10～ 13ページ】
O医 療を必要とする者に対応するため在宅医療を推進し、真の地域包括ケアを実現。
→ 地域の診療所が抱える課題・不安の解消が必要

① 24時間の在宅医療体制構築による肉体的・精神的負担 , ② 外来診療に支障が生じること ,

③ 在宅医療のやり方への疑問・不安 , ④ 効率的経営の可能性

→ 上記課題を解決するため,以下の取組を実施。
(1)在宅医療に対する負担を軽減するパックアップシステムの構築
① 主治医と,主治医が負担になる訪問診療をバックアップする副主治医の医師2名体制を構築
→ 在宅医療を行う敷居を低くして在宅医療を行う医師を増やす。

② 病院の短期受け入れベッドの確保

③ 24時間対応できる訪問看護と訪問介護の充実と多職種の連携
(2)在宅医療の後押しを図るための研修プログラム
・ 在宅実地研修 (在宅医療に興味のある医師)
。多職種連携研修 (医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、理学療法十等)
(3)情報共有システムの構築
(4)市民への相談,啓発

→ これらの政策を実現するため、柏市は医師会と協力して、地域医療を支える拠点を作る。

O要 介護度が重度になつたとしても団地内で可能な限り在宅での生活を送ることを可能にする。
→ サービス付き高齢者向け住宅を中核とし、以下の実現を図る。
・ 在宅に必要な高齢者の住まう環境の提供
・ 医療・看護・介護の一体的在宅サービスを地域に提供
・ 医療・看護口介護の関係者による拠点を活用した連携

2.生きがい就労の創成【別添資料集14ページ,15ページ】
O各事業者と雇用契約を締結し、労働力として地域に貢献。
→ 善意の自己犠牲のポランティアとは異なる。

04分野8つの事業を実施.全ての事業は、専門の民間事業者が実施。
① 農業 :組合組織による休耕地を活用した農業、ミニ野菜工場、屋上農園
② 育児 :放課後の子どもの居場所、子育て支援センター、出前講座による保育充実
③ 生活支援 :家事など高齢者の日常生活を支援
④ 地域の食の支援 :コミュニティ食堂(配食サービス含む)
→ 各分野の課題を、高齢者の経験を活用して解決する。                  4
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柏市における取組について
～長寿社会のまちづくり～

(別添資料集)

平成23年 7月 28日
千葉県柏市

1-1。 柏市の高齢化の1犬況

○ 柏市の人口は,今後,75歳以上のみ増加する。その増加率は全国を上回る。
→ 柏市の高齢化のスピードは,全国水準を上回る。

0柏市の人口増加率(2010年から2000年 )の推計
2010年人口を1.0とした場合の2030年の増加率
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高齢化率・75歳以上人口割合の変化

高齢化率(%)

2010年 2030年

全国 23 1 31 8

柏市 19 5 32 4

75歳以上人口割合(%)

2010年 2030年

全国 1¬ 2 19 7

柏市 7 6 20 7
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資料 :国立社会保障 人日問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口 (211118年 12月推計)Jの出生中位・死亡中位仮定による推計結果



1-2.増 加する高齢者の状況
0柏 市は,高齢化に伴い,この20年で要支援・要介護高齢者数が26倍に増加。
→ 2030年時点の要支援・要介護高齢者のうち独居高齢者 (一人暮らし)数は,2010年の要支援・要

介護高齢者の全数を超える。よつて,手厚い介護サービスが必要となる。

02030年時点で,自立度Ⅲ以上の認知症患者が3,000人を超える。
→ グループホームの充実などでは限界がある中で,認知症高齢者対策が喫緊の課題。

0柏 市の要支援日要介護高齢者数の増加について
20104F 20301「

要支援・要介護高齢者 10,101人 約 26,300人

うち,独居高齢者数 3,. 66人 約 10,300人

0認 知症高齢者の推計
豊四季台団地

(240人のうち)

2010年 (推計 ) 2030年 (推計)

自宅で独居でいることが困難及び独居同居に関
わらず在宅が困難と考えられる者

(自立度Ⅱの一部+自立度皿以上)

55ンk 約2,300人 約5,900人

独居同居に関わらず在宅が困難と考えられる者

(自立度Ⅲ以上)

29A 約3,200人

1-3。 介護を受ける場所

O居 宅で暮らしている特別養護老人ホームの待機者は2010年4月 時点で710名 。
O一 方 ,柏市の高齢者の半数は,自宅で暮らし続けたいと考えている。
→ 必要な施設整備は行う一方,利用者の在宅ニーズに応えるための介護サービスの充実が課題。

O特 別養護老人ホームの待機者
2030年までに
喫緊で必要とされる
施設整備量は

最大で約2,100名 分

2010年

居宅で暮らしている特養待機者

うち,要介護4及び5の方

約1,400名 分

(参考 )うち,要介護1及び2の方 約320名

0自 宅での介護希望について

要支援・要介護高齢者のうち
サービス利用者

要支援・要介護高齢者のうち
サービス未利用者

在宅介護サービスを使いなが

ら,自宅で暮らし続けたい
64.0% 44.6%



1-4。 柏市の医療機関の状況
○ 柏市の一般病院病床数は全国と比較して少なく,病床利用率,平均在院日数は厳しい状況。また,

診療所数も少ない。
→ 2025年には入院数は現在の14倍になると推計されており,病院の状況は一層深刻化する。

① 人口10万対病床数

病院

1精

神 病 床

  1療
養 病 床

  |一
般 后 孫

(再掲)

一般病院

(再掲 )

救急告示病院

柏市 10971 3388 つ
ι 6373 8144 4822

全国 12604 2736 2658 10579 ハ
υ

‘
υ

病床利用

病床利用率 %)

(再掲 )

精神科病院

(再掲)

一般病院

柏市 874 943

全国 817 915 799

④ 人口10万対医療施設数 ⑤ 柏市の在宅医療サービス提供機関

②

一般診療所

1有床 1無床

柏市 58 9 3 8 55 1

全国 77 6 9 0 68 6

柏市 (人口約40万人) 松戸市(人口約49万人)

在宅療養支援診療所 15箇所 27箇所

(参考)一般診療所数 231箇所 276箇所

訪問看護ステーション 可2箇所 22箇所

①～④:平成21年地域保健医療基礎統計(厚生労働省)

1-5。 高齢者の住まう環境 (例 :柏市豊四季台団地)
（［）
　
↓　　↓　　↓

高齢化が進むと,要支援・要介護認定の認定率は必然的に上昇する
豊四季台団地では,75歳以上高齢者の割合も高いが,認定率が低い。
5階建てエレベーター無しの団地では,暮らすことができず,移住する。
高齢者が安心して住みなれた環境で暮らすことを実現するための住まいの充実が課題。

0柏 市の年齢階層別要支援・要介護認定率
要支援・要介護認定率

65歳～フ0歳 2%

71歳～75歳 5%

フ5歳～80歳 12%
81歳～85歳 26%
85歳以上 58%

0柏 市と豊四季台団地の比較 (平成22年 10月 1日時点)

平均在院日数 (日 )

豊四季台団地 柏市

人 口 6,028ノk 401,706A

高齢化率 40696 195%
75歳以上高齢者割合 180% 76%
要介護・要支援認定率 109る  (240■ll) 12%

要介護4・要介護5の者の割合

【医療処置(胃ろう等)をしている者】

15%
【15%】

21% ※ 全国平均:25%



2-1。 柏市が自治体としてとるべき基本方針

1.手厚い介護が必要な者に対するサービスの充実
○ 在宅医療を含めた在宅サービスの充実
○ 家族介護の負担を軽減する仕組みの検討

2.要支援・要介護状態にある者の状態維持・改善に
資するサービスの充実

3.元気な高齢者が生きがいを感じて暮らすことがで
きる仕組みの構築

豊四季台地域のプロジェクトは,
これらに焦点をあてて,まちづくりを具現化

2-2.柏 市が今後目指す具体的介護サービス提供体制
1.在宅介護サービスを充実し,介護保険施設並の安心感を提供。
→ 状態が安定したら,家族ががんばれる状況になつたら,在宅に戻ることができる環境構築
→ 在宅サービスと施設サービスの循環提供を可能とする。

【介護老人保健施設の場合(例 :脳卒中)】

巨□ゆ田 医目

ショートケア

2.病院の限界が近くなっている中,在宅医療を推進し,医療が必要になっても在宅で暮ら
すことを可能とする。
→ 主治医口副主治医の医師2名体制の構築,在宅医療の研修推進を図る。

3.状態が悪化した場合や認知症になつた場合でも,在宅で暮らすことを可能とするため,

高齢者の住まいの充実を図る。(1.のサービス循環提供とも連携。)

4.状態改善に資する取組を介護予防施策の柱にするとともに,生活支援サービスは民間
事業者にゆだねて充実を図る。
→ 医療機関が少なくとも,状態改善に資するサービスを一体的に提供可能とする。

“

ショートケア



3-1.豊四季台地域でのモデノレプロジェクトについて
○ 柏市のこれからの高齢化に備え,豊四季台地域でモデルプロジェクトを実施
→ 以下の取組を,柏市,東大,URの 3者が25年度本格稼動を目指して推進

超高齢・長寿社会に対応したまちづくりの観点から,

以下の方針を実現する。

(1)いつまでも在宅で安心した生活が送れるまち
(2)いつまでも元気で活躍できるまち

(1)(2)を実現するために

○ 地域包括ケアシステムの具現化に取り組む。

○ 高齢者の生きがい就労の創成に取り組む。

3-2.地 上或包括ケアシステムの具現化について
医療必要度が高い方への対応が不十分ならば真の地域包括ケアシステムは実現しない。
→ 在宅医療を推進するために,以下の4つの施策を具体的に取り組む。

(1)在宅医療に対する負担を軽減するパックアップシステムの構築
① 主治医と,主治医が負担になる訪問診療をバックアップする副主治医の医師2名体制を構築
→ 在宅医療を行う敷居を低くして在宅医療を行う医師を増やす。
→ 増えた医師のグループ化を図り,相互支援システムを構築。

② 病院の短期受け入れベッドの確保

③ 24時間対応できる訪間看護と訪間介護の充実と多職種の連携

(2)在宅医療を行う医師の増加及び質の向上を図るシステムの構築
○ 在宅医療の後押しを図るための研修プログラム(千葉県地域医療再生プログラムにて5月 から実施)
・ 在宅実地研修 (在宅医療に興味のある医師 6名 )

: 医学生、研修医の在宅研修で実績のある診療所で実施月2回以上、半日の実地研修を行う
。多職種連携研修 (医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、理学療法士等計24名 )
: 月1回土曜日午後に、医師を含めた多職種で講義・グループワークを実施する。

(3)情報共有システムの構築

(4)市民への相談,啓発

→ (1)～ (4)を実現する中核拠点 (地域医療拠点)の設置          10



(参考①)在宅医療に係る負担軽減システム
0主 治医 (患者を主に訪間診療する医師)と副主治医 (主治医が訪間診療できない時の訪間診療を
補完する医師)とが相互に協力して患者に訪間診療を提供。
→ 主治医 (△)が増えて相互協力ができるまで,副主治医を集中して担う医師 (▲ )が地域毎に必要。
O市 が事務局を担い,医師会を中心とした多職種による委員会が主治医・副主治医・多職種を推薦。
※ 退院する患者が在宅を希望した場合,病院のSWが拠点事務局 (柏市)に連絡
→ 患者の住まい等を勘案し,手上げ方式又は多職種による委員会でパッケージを決定。
(パッケージで決定される職種 :主治医,副主治医,歯科医師,薬剤師,訪間看護,ケアマネ)
→ 拠点事務局から病院のSWに連絡し,退院調整カンファレンスを行う。

<システムの具体的な動き>

思鋤

鰤 ラ

“

ツヽド
`。

ロロ泉
¨ 〔宅仄〕

※ システム全体を管理・運営する運営委員会を設置

里 I洋
‰

一 一 ― 刊

薫 国

瀕 詢
●宅DOお妍修プログラム(実習絶匈

‥
―

ウ

眸 1鑽嬉

錆
・

訪間●In (24時間訪間釉
～
レ 一ヽ(24時間訪間介護),

黎 ネ,栄養士.葉剤師

(参考②)地域医療の拠点について
○ 在宅医療を推進するための政策を具現化するため,地域医療の拠点整備を行う。
→ 多職種の連携をより効果的に推進し,在宅医療を安定的に供給する体制を構築する。
O在 宅医療に限らず,市民の医療に関する相談・啓発を担う拠点とも位置づける。
O平 成25年度中の本格稼動を予定。                ・

‐、

① 主治医・冨1主治医の推薦・¬シ|

: |②辮黎駐
ブ‐

十
研修スペース
※多職11と連携して実施

-11_T民相談・肇雫ぅが
~ス

| :

一

一

:

市

医師会

歯科医師会

薬剤師会

看護師

ケアマネジャー

介護事業者

東大・医師会

市

∈ 藤D
l.在宅医療に携わる
医師の負担軽減

③ 看護・介護の充実
多職種連携

2.在宅医療の研修
(多職種研修含む)
・ 全県普及版の研修
・ 柏市内版の研修

コーディネート事務局
運営委員会事務局
手上げ照会 ,調整会議
情報システムの運営管理

「
113

医療。多職種スペース

(多職種が集う場 )
・ 医師・多職種調整
・ 医療機器貸与

― ↓

― ● |

3.市民への相談・啓発
ヽ _________― ― … … …

′ 12



(参考③)超高齢社会における看護・介護と高齢者の住まい
【基本方針】

○ 高齢者の住まいとしてサービス付き高齢者向け住宅の整備を進める。
→ 施設並の安心感を提供するためにも,小規模多機能型居宅介護を併設する。
024時間対応可能な訪間看護の体制整備を図る。
024時間訪間介護の整備を進めるとともに,訪問看護との連携を図る。

医療・看護口介護を一体的に提供するサービス付き高齢者向け住宅

1.基本コンセプト
○ 高齢者本人の希望により生活機能が低下し始めた段階から亡くなるまで住める。
→ 必要なサービスを建物内に併設し,地域の在宅医療対応の診療所と連携して在宅での生活
を支える。

O地 域の医療・看護・介護の包括的サービス提供の拠点となる。

2.併設サービス
① 生活支援サービス
② 訪間看護ステーション,③ Jヽ規模多機能型居宅介護, ④ 24時間の訪問介護,

※ ②～④については,介護保険制度改正後の新サービスの可能性も検討
⑤ 在宅療養支援診療所(豊四季台地域の副主治医機能集中診療所), ⑥ 地域包括支援センター,

⑦ 放課後の子どもの居場所サービス
※ 居宅介護支援及び認知症対応型共同生活介護の併設,障害者の住まいのあり方については可能性を検討

3.時期 :平成25年度中に運営開始を予定

3-3。 高齢者の生きがい就労について

○セカンドライフを豊かにする活動

○無理なく、楽しく、出来る籠日で

O地域や社会に■献したい

○地域活動に飛び込むのは敷居が高い

○「働く』は慣れ颯しんだ生活スタイル

O明確な自分の居場所・役割が提供される

」
Ｄ
ア

セカンドライフの「生きがい」
を求めるニーズ,現役時代
と異なる目的・働き方への
ニーズに一致する

い凛狐きつヵ、‐

」
Ｄ
Ｆ

「生きがい」と「働く」を両立する「生きがい就労」事業の創造を提案

生計維持のための
韓労(生計戯労 )

交流・燿味・場
の

“

遺。その他生きがい就労

―…………‐―‐‐‐――………―‐‐―――‐‐‐‐……――…‐・――――‐―‐――――‐――――
TIデイラ乙元員Lilテ」15是

~|

|リタイア層が慣れ親しんできた「仕事・就労Jというかたちをとりつつ,セカン

フ堕 ′力塑覆腱痴を亘能に,同時に,働くこと型 卿 講 星碁H副歯堅
`錫
______」



(参考)高齢者の生きがい就労の全体像

高齢者の生きがい就労は,4分野8事業(6～ 7事業者 )
→ 事業者は全て決定。平成23年度中に「地域の食」以外の事業は開始予定。

① 休耕地を活用した農業
→ 農業者による組合組織が農地で高齢者を活用

② ミニ野菜工場
→ LED野菜工場で高齢者が気軽に葉野菜を栽培
③ 屋上農園

生活支援 ④家事の負担や外出時の悩みなどを高齢者が解決

⑤放課後の子供の居場所
→ 放課後の子供の学習・生活・遊びの場を高齢者が提供

⑥子育て支援センター
→ サロンや子育て研修に高齢者の知識・経験を活用
⑦出前講座
→ 保育や教育の現場に高齢者の知識日経験を活用

③地域の食の担い手(コミュニティレストラン)に高齢者を活用

高
齢
者
を
各
事
業
者
に
出
向

■将来の豊四季台地域のイメージ

3
在宅で医療,看護,介護サービスが受ける体制
が整い,いつまでも在宅で安心して生活できる

■建替を進めている豊四季台団地内
の土地利用計画

子育て支援センター

地域医療拠点

０
　
０
１
１
１
１
１
‐
‐
‐
―
・

:基電翼 塁悧 里 拠J

/地
域拠点ゾーン

〕
|

四準の道
(0■ ,多行●専用■)

地域の中に多様な活躍の場があり,
いつまでも元気で活躍できる 0コミュニティ食堂

Oミニ野菜工場

在宅医療・看護・介護サービスの導入,生きがい就労の創造を進めるとともに,これらの地域展開
を受け止める住まいの構造,公共スペース(公園や広場)等の空間計画を検討

0子どもの放課後の居場所

16



長寿社会のまちづくり

～柏市・東大・URの取組について～

【概要版】

柏市豊四季台地上或高齢社会総合研究会

※この資料を元にした総説や無断転載・転写は固く禁じます
Cowright 0 20H柏 市豊四季台地域高齢社会総合研究会 Au ri」 lt.s rcserved



柏市豊四季台地域高齢社会総合研究会とは

○柏市において,今後日本の各都市で進行する急激な都市高齢化に対応し
た,誰もが安心して元気にくらすことができるまちづくりのあり方を検討し,そ
の具現化を推進する研究会です。構成員は柏市,東京大学高齢社会総合研
究機構,及び独立行政法人都市再生機構の3者です。
02009年6月 に立ち上げ,研究会及び市民向けシンポジウム等を開催。1
年後の2010年 5月 には具体的な施策を進めるため三者協定を結びました。
O柏市の中でも突出して高齢化の進む豊四季台団地及びその周辺地域 (豊
四季台地域)を中心に活動しています。
O研究会のもとに「在宅医療委員会」「人と人委員会」「住まい・移動委員会」
の3委員会および各ワーキンググループを設け,超高齢社会日長寿社会に対
応したまちづくりの具体化をすすめています。

柏市および豊四季台地域について

・」R柏駅から

上野駅まで約29分

東京駅まで約40分

所 在 地 :千葉県柏市豊四キ台

規  模 :約32.6ha   11｀規  模 :約32.6ha   l ｀`、1~
管理開始 :昭和39年度～ |  ビ
建替前戸数:4,666戸 (103藤 )
柏駅⇔豊四季台団地

梶
線距
蓼 :鶉♀界ち:ぷ

0中

循環バス:約 5分 (8分ごと)

← 柏市の位置

↑豊四季台地域 (赤線で囲んだ地域)
豊四季台国地 (黄色で囲んだ吝B分 )

COP,3ht 0 2011柏 市豊四季台地域高齢社会総合研究会 A‖●8ht resewed



北円

○ これからの日本は,都市部において急激に高齢化が進みます。柏市も
例外ではありません。
O団 塊世代が65歳以上に達するため,今後5年ほどは現役から退きセカ
ンドライフの活躍の場を地域に求める人々の増加が見込まれます。
Oまた2020年を超えると,特に75歳以上高齢者の割合が高まることが予
測されます。

今後は大きな人口を続する大都市日で
高齢化が凛行する

■20:0年
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柏市はこれから20年で… ,

65崚以上の割合は195%〔約8万人,から324%(約 117万 人)ヘ
中でも75歳以上の割合は76%(約 3万人)から207%(約 75万人)ヘ

里
思 題

一〓
ロ

2010年
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0現 状のままでは,高齢人口の増加は要支援日要介護者の増加に結び
つくことが懸念されます。
O支 援や介護を必要とする高齢者を減らすための取り組みをすすめると
ともに,支援や介護,医療が必要でも住み慣れた環境で自分らしい生活を
営めるシステムづくり,まちづくりが必要です。
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地域包括ケアシステムの具現化

高齢者の生きがい就労の創成

研究会が目指すまちの姿

4

超高齢・長寿社会に対応したまちづくりの観点から、
以下の方針を実現する。

(1)いつまでも在宅で安心した生活が送れるまち
(2)いつまでも元気で活躍できるまち

(1)(2)を実現するために以下2点に取り組む
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> 在宅医療を推進するための具体的取り組み
(1)在宅医療に対する負担を軽減するバックアップシステムの構築
① 主治医の訪問診療を補完する訪問診療を行う診療所
② 病院の短期受け入れベッドの確保

③ 24時間対応できる訪問看護と訪問介護の充実と多職種の連携

(2)在宅医療を行う医師の増加及び質の向上を図るシステムの構築
○ 在宅医療の研修プログラム(東京大学の事業)
※ (1)①の医師を増やすためのプログラム

(3)情報共有システムの構築 (東京大学の事業)

(4)市民への相談,啓発
→ (1)～ (4)を実現する中核拠点 (地域医療拠点)の設置

地域包括ケアシステムの具現化について

5

> 超高齢社会における看護・介護と高齢者の住まい
○高齢者の住まいとして医療・看護口介護を一体的に提供するサービス付き

高齢者向け住宅の整備をすすめる

024時間対応可能な訪間看護の体制整備を図る
024時間訪問介護の整備を進めるとともに訪間看護との連携を図る

1.サービス付き高齢者向け住宅の基本コンセプト
○ 高齢者本人の希望により生活機能が低下し始めた段階から亡くなるまで住める。
→ 必要なサービスを建物内に併設し,地域の在宅医療対応の診療所と連携して
在宅での生活を支える。
O地域の医療・看護・介護の包括的サービス提供の拠点となる。
2.併設サービス
① 生活支援サービス, ② 訪問看護ステーション, ③ Jヽ規模多機能型居宅介護i

④ 24時間の訪問介護,⑤ 在宅療養支援診療所(豊四季台地域の副主治医機能集
中診療所),⑥ 地域包括支援センター, ⑦ 放課後の子どもの居場所サービス
※②～④については,介護保険制度改正後の新サービスの可能性も検討
※ 居宅介護支援,認知症対応型共同生活介護の併設,障害者の住まいについて可能性を検討

3.時期 :平成25年度中に運営開始を予定
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(参考)在宅医療に係る負担軽減システム案

○ 共同で地域全体を支える体制の構築
→ 1つの診療所が数多くの患者を支えるだけでなく、多くの診療所が少し

ずつ支える事で多くの患者を支えるシステムを構築。

○ 主治医・冨1主治医の仕組みの構築
→ 主治医(患者を主に訪間診療する医師)と副主治医(主治医が訪問診療

できない時の訪間診療を補完する医師)とが相互に協力して患者に訪問

診療を提供。

○ 地域医療拠点で地域の医療を支援
→ 市民への相談・啓発,診療の支援,在宅医療の研修,主治医幅J主治医
のコーディネートを実施。

<柏市全域での動き> <システムの具体的な動き>

△ :主治E(可能な場合は]主治E)A:コ主治E性能集中診療所■ ヨーディネート等拠点事務局
|
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地域医壼拠点
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システム全体を管理口運営する
運営委員会を設置
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高齢者の生きがい就労の創成について

○「生きがい」と「働く」を両立する「生きがい就労」事業を地域につくり,

リタイア層を雇用。

O高齢者個人の生活を充実させ閉じこもり予防,健康維持をはかると
同時に,高齢者の能力と技術を活かし地域の様々な課題を解決する。

※「生きがい就労」とは

リタイア層が慣れ親しんできた「仕事口就労」というかたちをとりつつ1セカン
ドライフの要望に応じたフレキシブルな働き方を可能に,同時に,働くこと
で地域の課題解決に貢献できる就労

0セカンドライフを豊かにすごしたい
O無理なく,楽しく。出来る範囲で
O地域や社会に貢献したい

○地域活動に飛び込むのは敷居が高い
0「働く」は慣れ親しんだ生活スタイル
○明確な自分の居場所・役割が提供さ

> 高齢者の生きがい就労の全体像
4分野8事業(6～ 7事業者)で高齢者の生きがい就労を実現

休耕地を活用した農業
ミニ野菜工場
屋上農園

生活支援
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豊四季台地域における事業の展開
> 事業スケジュール

建替を進めている豊四季台団地内の土地利用計画
0子育て轟 ター

/飢
域麟騰

/
0サービス付き高齢者向け住宅
○在宅医療・看護・介護ソイ ス

○子どもの-0居 場所
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ー
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平成 24年度以降の介護職員の処遇改善 について

急速に進む高齢化の中で、介護を必要とする高齢者の一層の増加が見

込まれることから、介護サービスを担う人材を確保し、その定着促進を

図ることが喫緊の課題となっている。

また、介護分野における質・量両面にわたる人材確保を図るため、他

業種との賃金格差の是正や資格取得を進め、介護分野を専門性に基づく

産業に成長させていくことが重要である。

こうした中、国は平成 21年度介護報酬改定によって介護職員の処遇
改善を図つたところであるが、更なる改善を図るため、国の介護職員処

遇改善等臨時特例交付金に基づき創設された介護職員処遇改善交付金

事業は、実施期間が平成 23年度までとされていることから、平成 24年

度以降も確実に賃金の改善につながる措置を講じる必要がある。

そのため、来年度以降の介護職員の処遇改善について、下記のとおり

申し入れる。

ニ
コ

昌已

1 平成 21年度介護報酬改定及び介護職員処遇改善交付金の効果と課
題を十分に検証した上で、平成 24年度介護報酬改定に当たっては、
報酬改定による恒久的な処遇改善策を講じること。

2 その際、介護報酬の改定が確実に処遇改善につながることが担保さ
れるよう、キャリアパスの定着、処遇改善状況の確認等の仕組みを構

築するとともに、急激な保険料の上昇と地方の負担増を招かないよう、

国が財政責任を果たすこと。

3 なお、こうした措置が講じられない限り、介護職員処遇改善交付金
について、現行の課題等を見直した上で継続すべきであること。

平成23年 7月 4日

全国知事会

社会文教常任委員会委員長

栃木県知事 福田 富―



一介護給付費分科会

77回 (H23.7.28)l 池田委員提出資料

介護保険サービスと要介護度の改善について

介護予防新設以降、悪化は減少しているものの、改善も減少傾向

年間継続受給者の要介護状態の変化
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通所系サービス利用の改善は、事業者によつて、大きな格差がある

通所介護・通所リハの事業所別 要介護度の変化 山口市 平成16年

平成 16年3月 01日 と平成16年 3月 01日 における■介11度の変化を比較し、1段躇患化を+1、
改善を-1とし、合算した数●を利用者数で餘した数値である。
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可.改善はすべての要介護度において見られる
「評価加算」の全要介護度への適用の必要

2.介護予防は必ずしも成功していない
エビデンスのあるリハビリは正しく介護報酬で評価の必要

「要介護高齢者預かり機能」と「リハビリ機能」の三階建報酬が必要

3.要介護度の改善は介護報酬の減収をもたらす
改善へのインセンティブある介護報酬設定が必要



社会保障審議会介護給付費分科会委員名簿

◎

2 28

氏   名 現 職

池 田 省 三 龍谷大学教授

大 島 伸 一 国立長寿医療研究センター総長

大 西 秀 人 全国市長会介護保険対策特別委員会委員長 (高松市長)

※ 大 森   蒲 東京大学名誉教授

勝 田 登 志 子 認知症の人と家族の会副代表理事

木 村 隆 次 日本薬剤師会常務理事・ 日本介護支援専門員協会会長

久 保 田 政 日本経済団体連合会専務理事

高 智 英 太 郎 健康保険組合連合会理事

※ 木 間 昭 子 高齢社会をよくする女性の会理事

小 林   ・岡1 全国健康保険協会理事長

齊 藤 訓 子 日本看護協会常任理事

齊 藤 秀 樹 全国老人クラブ連合会理事・事務局長

佐 藤   保 日本歯科医師会常務理事

志 賀 直 温 千葉県国民健康保険団体連合会理事長 (東金市長 )

篠 原 淳 子 日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局長

武 久 洋 三 日本慢性期医療協会 (日本療養病床協会)会長

田 中   滋 慶応義塾大学大学院教授

田 中 雅 子 日本介護福祉士会名誉会長

馬 袋 秀 男 民間介護事業推進委員会代表委員

※ 福 田 富 ― 全国知事会社会文教常任委員会委員長 (栃木県知事 )

※ 藤 原 忠 彦 全国町村会長 (長野県川上村長 )

三 上 裕 司 日本医師会常任理事

村 上 勝 彦 全国老人福祉施設協議会総務・組織委員長

村 川 浩 ― 日本社会事業大学教授

山 田 和 彦 全国老人保健施設協会会長
、 50

※は社会保障審議会の委員
◎は分科会長



福用協―第 29号
平成 23年 7月 28日

社会保障審議会

介護給付費分科会

会長 大森 爾 殿
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福祉用具における保険給付の在 り方に関する要望

平成 12年に施行された介護保険制度に、画期的ともいえる福祉用具貸与の仕組みが導
入されたことにより、福祉用具の普及と認知度は大1幅に広がり、居宅介護サービス受給者
の約 4割 という多くの方が福祉用具貸与を利用されています。なお、(公財)テ クノエイド
協会が実施した、「介護保険における福祉用具サービスの利用実態及び有効性に関する調
査」においても、福祉用具貸与による利用効果や利用者の満足度が高いこと等が明らかに

されており、高齢者の日常生活に欠かせないサービスとなっています。

平成 8年に設立した(社)日 本福祉用具供給協会は、福祉用具流通の国内唯一の公的に認
められた業界団体であり、協会傘下の事業所ではそれぞれ職員の資質の向上を図り、きめ
の細かい福祉用具サービスが提供できるよう努めると共に、多くの方に福祉用具を正しく
認知されるよう普及活動等を行つています。

1

当協会として、介護保険制度における福祉用具については、下記 1.及び 2.の理由並びに

現在貸与を主軸にした流通ネットワークが構築されており、更に利用者にも支持されてい

ると思料されるので、貸与を原則とした現行制度を継続し、サービスの質の確保と更なる

向上を目指すべきと考えています。なお、具体的な要望事項は 3.の とおりです。

1.福祉用具の有用性

(1)自 立支援と介護負担の軽減
福祉用具は、介護保険の基本理念となっている、要介護者等の自立を支援し、介

護者の介護負担を軽減させる上で極めて大きな役害Jを果たしています。介護者の高
齢化がより深亥J化するなかで、介護者の負担を軽減することは必要不可欠となり、
福祉用具の役割が一層高まると思われます。

(2)生活の質(QOL)の 向上
要介護者等が車いす等の福祉用具を利用することで、地域社会で活動することを

可能にするなど、「生活の質」を向上させるためにも重要な役害Jを果たしています。
また、身体機能の低下などで状態像が悪化した場合においても、福祉用具を活用す
ることで、「生活の質」を維持することができます。



2.

(3)身体機能の維持・向上
要介護者の身体機能の低下を補 うために、福祉用具を活用することで、ADLを
維持・向上 し、生活ニーズを拡大することができます。平成 21年度に当協会で実
施 した、「状態像に応 じた福祉用具の交換利用効果に関する調査」においても明ら

かになつています。

(4)介護従事者の確保 と腰痛予防等への寄与
介護サービスヘのニーズが拡大することに伴い、介護従事者の確保が深刻な問題

となってお り、介護保険部会等でも検討課題として議論 されているところです。福

祉用具を有効活用することで、介護サービス従事者の介護負担の軽減や介護作業の

省力化にも役立ち、介護従事者の腰痛予防等の環境整備に寄与できます。また、マ

ンパワーの代替が可能となり、介護費用の削減効果も期待でき、持続可能な制度の

構築につながります。

貸与制度の有用性

福祉用具は、利用者の状態像の変化、環境の変化、介護者の状況等よって、変更す

ることが多く、その変化に合わせる必要があり、加えて利用者へのモニタリングや福

祉用具のメンテナンス等による安全性への対応が必要 となるため貸与制度が原則 と

されており、飽くまでも購入は例外的な対応になっています。購入の場合にはこのよ

うな変化等に対 して適時適切な対応ができないこと、並びに再度購入 し既存の用具は

廃棄処分せざるを得ず既存商品のリサイクルにつながらないことになります。

(財)テ クノエイ ド協会の調査においても、ほぼ全ての事業所で概ね 6カ 月に 1回

以上のメンテナンスが実施され、福祉用具の返去l理由の約 53%が 利用者本人の状態
像の変化・介護環境の変化等によるものであり、また、利用期間の約 70%が利用開
始から1年未満となっていることから、貸与制度が有効活用され、利用者の状態や意

向の変化等に応 じた柔軟な変更が行われていることが明らかになっています。貸与制

度の利点は次のとおりです。

(1)必要に応 じて何度でも適合調整するために、返去「・交換することができます。
(2)種 国内での交換や他種 日間での交換をすることができます。
(自 走式車いすから介助式車いすへの変更、車いすから歩行器への変更 )

(3)必要な時にZ、要な期間だけ使用できます。
(4)不要になった時は、返去,・ 交換ができます。

(リ ース契約では貸出期間は固定となり、容易に返去「・交換が出来ない)

(5)福祉用具の納品後も、常時、利用者へのモニタリングや福祉用具のメンテナン
ス、商品やサービス内容の継続的な情報提供が受けられ、安全性が確保 されま

す。

(6)廃棄物の排出抑制、資源消費の節約につながります。



3.福祉用具制度への要望

(1)軽度者への福祉用具の適用

平成 18年度の改正により、軽度者の方につし
・
て`は福祉用具の利用が制限され、自

立に向けての拠 り所をなくし不自由を余儀なくされています。福祉用具が必要か否

かは介護度や疾病等だけではなく、身体状況、環境等も判断基準に加え、真に必要

な場合には、軽度者であっても給付対象とされますようご検討をお願いいたします。

(2)対象種 目の追加

現行の貸与種 日では、介護予防と居宅介護を促進するには不十分であると思われ

ます。例えば、自立支援のための用具、身体機能の維持・向上や機能回復訓練のた

めの リハ ビリ用具、外出を支援 し転倒を防止する歩行補助用具、介護従事者の腰痛

予防等の介護負担の軽減に寄与する用具、介護力の省力化につながる用具、安否確

認を行 う見守 り用具などを積極的に対象種 目に取 り入れていただきますようお願

いいた します。

(3)病院・施設の利用者への福祉用具貸与の適用

地域包括ケアで掲げる入院・退院、入所
。退所(在宅復帰を通 じて切れ日のない

サービス提供を行 うためには、病院 。特別養護老人ホーム等の施設 と在宅との環境

の共有化は不可欠 と思われます。病院や施設への福祉用具貸与を適用することで、

, 地域 。在宅ケアとの連続 したサービスが可能 となり、利用者の自立・生活支援が促
進 されます。このため病院・施設の利用者に対 しても福祉用具貸与サービスが適用

されますようご検討をお願いいたします。

(4)消毒設備 (衛生)基準等の見直し

居宅サービス等の運営基準第 203条 に、「回収した福祉用具を、その種類、材質
等から見て適切な消毒効果を有する方法により速やかに消毒・

。」とされています

が、事業者ごとに大きな違いがあるのが現状です。利用者の安全性を確保するため

にも、より具体的な消毒内容並びに工程等を明確化されますようお願いいたします。

(5)訪間による利用確認状況の見直 し

福祉用具貸与の利用効果を高めるためには、原則として 6ヶ 月に 1回以上の訪問

による利用状況の確認・用具点検 。安全指導等が必要と考えます。訪間による確認
。

用具点検 。安全指導等を義務付けていただきますようお願いいたします。



(0介護給付費通知におけるサ
ービス内容の明記

介護給付費通知を実施す
る場合、利用者の正しい選択

のためには、単に価格のみ

の通知ではなく、事業者、事業
所によリサービス内容に差異

がある旨の記載もある

べきであると考えます。サ
~ビス内容に差異があることについ

ても明記されるよう

保険者への指導をお願
いいたします。

(7)福祉用具貸与サー
ビス計画の作成

居宅サービス等の運営基準第
199条により、福祉用具貸与サー

ビスもケアプラ

ンに基づき行われる以上、ケ
アプランの日標

。目的に沿つた計画と評価
が伴います。

福祉用具利用の必要性や適
応については、福祉用具専Fl相

談員が判断し、その根拠

を記録し、ケアマネジヤ
ーと共有すべきと考えます。サ

~ビスの質の向上のために

も、他のサービスと同様
に、事業者や関係者の業務負

担が過重にならないよう配
慮

され、福祉用具貸与サ
ービス計画の作成を運営基準に明

記されるようお願いいた
し

ます。

(8)福祉用具専門相談員
の質の確保

利用者へのより質の高
いサービスが提供できるよう、当協

会では福祉用具専門相

談員の資質の向上のために
「福祉用具選定士認定研修」を実

施しておりますが、福

祉用具専門相談員の質にばら
つきがあることが指摘されて

いますので、福祉用具専

門相談員のレ
ベルアツプのために、福祉用具専

門相談員指定講習 (い
わゆる40時

間講習)の終了後の試験制度
の導入及び高度かつ専門的

矢口識、技能等を備えた専門

従事者 (上級福祉用具専
門相談員、主任福祉用具専門

相談員等)の制度化、並びに

福祉用具選定士等の資格
保有者を介護支援専門員?受

験資格である
「実務の経験を

有する者」として認定さ
れること等についてご検討

いただくようお願いいたします
。

以上
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(夕東3)

分介発    第 号
平成 23/・F7月 28日

社会保障審議会

会 長 大森 爾 殿

介護給付費分科会

分科会長 大森 爾

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律の施行に伴 う指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運

営に関する基準等の改正について (報告)

平成 23年 7月 28日 厚生労働省発老 0728第 1号をもつて社会保障審議
会に諮問のあった標記について、当分科会は審議の結果、諮問のとお り改正す

ることを了承するとの結論を得たので報告する。


